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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期

中間会計期間
第71期

中間会計期間
第70期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 15,739 16,436 31,683

経常利益 （百万円） 1,528 1,633 2,982

中間（当期）純利益 （百万円） 1,664 1,094 2,683

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,358 3,358 3,358

発行済株式総数 （株） 21,500,000 21,500,000 21,500,000

純資産額 （百万円） 40,135 40,594 40,730

総資産額 （百万円） 46,563 47,153 47,573

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 80.69 53.98 130.89

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 30.00 28.50 63.00

自己資本比率 （％） 86.2 86.1 85.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,021 649 2,450

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △134 △1,083 △952

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,273 △1,190 △1,884

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 9,737 8,113 9,737

　（注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、景気は緩やかな回復基調で推移いた

しました。一方で、中東情勢の影響を受けた物価高騰やエネルギーコストの上昇、為替・金利の変動により、依

然として不透明な状況が続いております。

このような経済状況下、当社は、給水装置事業におきましては、配水管布設替工事への当社製品の継続的な納

入確保に努めるとともに、あわせて耐震性や施工性に優れた製品の提案活動に注力いたしました。また、高騰す

る主要原材料である銅の価格や電気等のエネルギー費、輸送コスト等を注視し、販売価格への適切な反映を図

り、収益の確保に努めてまいりました。

住宅・建築設備事業におきましては、人口減少や物価高騰を背景に、新設住宅着工戸数は低下傾向にあります

が、競争激化に起因した不採算取引の抑制に加え、暖房分野の販売強化、事業体制の効率化等に努めてまいりま

した。また、中東情勢による事業への影響を最小限に抑えるため、供給体制及び品質の維持に注力してまいりま

した。

これらの結果、当中間会計期間における経営成績は、売上高164億36百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益

14億79百万円（同5.5％増）、経常利益16億33百万円（同6.9％増）、中間純利益10億94百万円（同34.3％減）と

なりました。なお、中間純利益の減少要因は、前中間会計期間において完全子会社であったＱＳＯインダストリ

アル株式会社の吸収合併に伴う特別利益の計上があったこと等によるものです。

セグメント別の業績は、次のとおりです。

 

 

〔給水装置事業〕

　給水装置事業におきましては、2026年４月に実施した価格改定の影響により、仮需を主体とした販売が増加

し、売上高は前年同期比6.5％増の88億41百万円となりました。セグメント利益につきましては、主要原材料であ

る銅価格の高騰等によりコスト面で厳しい状況にありますが、売上高の増加により前年同期比2.9％増の26億23百

万円となりました。

 

〔住宅・建築設備事業〕

　住宅・建築設備事業におきましては、新設住宅着工戸数が一定の水準まで持ち直し、また、中東情勢の影響に

伴う品薄懸念による需要等により、売上高は前年同期比2.7％増の63億19百万円となりました。セグメント利益に

つきましては、原油・ナフサ価格の高騰等により原材料のコスト負担が増加しておりますが、売上高の増加に伴

い前年同期比4.9％増の10億69百万円となりました。

 

〔商品販売事業〕

　商品販売事業におきましては、樹脂商品の販売は増加いたしましたが、鋳鉄商品の販売が減少したことによ

り、売上高は前年同期比0.5％減の12億76百万円、セグメント利益は前年同期比18.1％減の１億37百万円となりま

した。
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当中間会計期間末における総資産は、471億53百万円となり、前事業年度末に比べ４億19百万円減少しました。

これは主に、電子記録債権が３億21百万円、棚卸資産が４億24百万円、有形固定資産が２億84百万円、保険積立

金が２億74百万円増加しましたが、現金及び預金が16億24百万円減少したこと等によるものであります。

負債は、65億58百万円となり、前事業年度末に比べ２億83百万円減少しました。これは主に、未払金が２億44

百万円減少したこと等によるものであります。

純資産は、405億94百万円となり、前事業年度末に比べ１億35百万円減少しました。これは主に、繰越利益剰余

金が４億16百万円増加しましたが、自己株式の取得により純資産が４億94百万円減少したこと等によるものであ

ります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ16億24百万円

減少し、81億13百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、前中間会計期間比３億71百万円減少の６億49百万円となりました。この減少

要因は主に、減価償却費が１億34百万円増加、抱合せ株式消滅差損益が５億43百万円減少しましたが、税引前中

間純利益が６億６百万円減少、棚卸資産の増減額が４億42百万円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、前中間会計期間比９億48百万円増加の10億83百万円となりました。この増加

要因は主に、投資有価証券株式の売却による収入が２億12百万円減少、有形固定資産の取得による支出が１億２

百万円増加、有形固定資産の売却による収入が２億８百万円減少、保険積立金の解約による収入が２億53百万円

減少したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、前中間会計期間比82百万円減少の11億90百万円となりました。この減少要因

は主に、配当金の支払額が74百万円減少したこと等によるものであります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(6) 研究開発活動

当中間会計期間における当社の研究開発活動の金額は、１億48百万円であります。

なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

当中間会計期間における当社の経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについて重要な

変更はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 92,000,000

計 92,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月11日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 21,500,000 21,500,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数
100株

計 21,500,000 21,500,000 － －

（注）発行済株式のうち81,600株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資（金銭債権等97百万

円）によるものです。

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 21,500,000 － 3,358 － 3,711
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１-８-１ 1,527 7.62

前澤工業株式会社 東京都中央区新川１-５-17 1,248 6.23

前澤化成工業株式会社 東京都中央区日本橋小網町17-10 1,248 6.22

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING

CORPORATION LIMITED - HONG KONG

PRIVATE BANKING DIVISION CLIENT A/C

8028-394841

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

LEVEL 13 HSBC MAIN BUILDING 1 QUEEN’S ROAD

CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋３-11-１）

1,060 5.29

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１-６-６

（東京都港区赤坂１-８-１）
732 3.65

前澤給装工業従業員持株会 東京都目黒区鷹番２-14-４ 575 2.87

MSIP CLIENT SECURITIES

(常任代理人　モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London E14 4QA,

U. K.

（東京都千代田区大手町１-９-７）

478 2.39

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505103

(常任代理人　株式会社みずほ銀行　決

済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２-15-１）

468 2.34

第一生命保険株式会社

（常任代理人　株式会社日本カストディ

銀行）

東京都千代田区有楽町１-13-１

（東京都中央区晴海１-８-12）
403 2.01

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１-８-12 387 1.93

計 － 8,129 40.54

（注）１.　上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,527千

株であります。なお、その内訳は、年金信託設定分7千株、投資信託設定分773千株、その他信託分746千株であ

ります。

２.　上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は386千株でありま

す。なお、その内訳は、年金信託設定分5千株、投資信託設定分368千株、その他信託分11千株であります。

３.　2022年12月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、重田光時氏が2022年12月２日現在

で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　大量保有者　　　　重田光時

　　住所　　　　　　　香港、銅鑼灣、怡和街

　　保有株券等の数　　1,340,300株

　　株券等の保有割合　5.83％
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,447,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,029,500 200,295 －

単元未満株式 普通株式 23,400 － －

発行済株式総数  21,500,000 － －

総株主の議決権  － 200,295 －

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番２-14-４ 1,447,100 － 1,447,100 6.73

計 － 1,447,100 － 1,447,100 6.73

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2026年３月31日）
当中間会計期間
（2026年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,737 8,113

受取手形 223 16

売掛金 4,094 4,111

電子記録債権 6,831 7,153

有価証券 － 300

商品及び製品 7,065 7,351

仕掛品 98 121

原材料及び貯蔵品 1,358 1,472

前払費用 88 142

その他 205 261

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 29,702 29,042

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,767 2,486

構築物（純額） 37 137

機械及び装置（純額） 839 925

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 424 524

土地 4,439 4,439

建設仮勘定 876 155

有形固定資産合計 8,384 8,669

無形固定資産   

ソフトウエア 488 397

のれん 158 138

その他 1 1

無形固定資産合計 648 537

投資その他の資産   

投資有価証券 6,761 6,484

従業員長期貸付金 3 3

前払年金費用 17 55

破産更生債権等 1 1

長期前払費用 56 88

保険積立金 1,927 2,201

その他 74 72

貸倒引当金 △5 △4

投資その他の資産合計 8,837 8,903

固定資産合計 17,870 18,110

資産合計 47,573 47,153
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2026年３月31日）
当中間会計期間
（2026年９月30日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,154 2,177

電子記録債務 1,311 1,309

未払金 688 444

返金負債 10 52

未払費用 141 83

未払法人税等 579 528

預り金 20 21

リース債務 1 1

賞与引当金 284 296

役員賞与引当金 30 20

その他 7 6

流動負債合計 5,230 4,941

固定負債   

繰延税金負債 1,172 1,192

退職給付引当金 372 358

リース債務 4 3

その他 61 62

固定負債合計 1,611 1,617

負債合計 6,842 6,558

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,358 3,358

資本剰余金   

資本準備金 3,711 3,711

その他資本剰余金 4 －

資本剰余金合計 3,715 3,711

利益剰余金   

利益準備金 839 839

その他利益剰余金   

別途積立金 21,000 21,000

繰越利益剰余金 10,015 10,432

利益剰余金合計 31,855 32,272

自己株式 △1,443 △1,938

株主資本合計 37,486 37,403

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,244 3,190

評価・換算差額等合計 3,244 3,190

純資産合計 40,730 40,594

負債純資産合計 47,573 47,153
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

売上高 15,739 16,436

売上原価 11,023 11,581

売上総利益 4,715 4,855

販売費及び一般管理費 ※ 3,313 ※ 3,376

営業利益 1,402 1,479

営業外収益   

受取配当金 90 100

その他 39 54

営業外収益合計 129 155

営業外費用   

雑損失 3 0

営業外費用合計 3 0

経常利益 1,528 1,633

特別利益   

固定資産売却益 36 1

投資有価証券売却益 153 －

抱合せ株式消滅差益 543 －

特別利益合計 733 1

特別損失   

減損損失 4 －

固定資産除却損 26 10

特別損失合計 31 10

税引前中間純利益 2,230 1,624

法人税、住民税及び事業税 484 486

法人税等調整額 81 43

法人税等合計 566 529

中間純利益 1,664 1,094
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 2,230 1,624

減価償却費 307 441

のれん償却額 19 19

賞与引当金の増減額（△は減少） 10 12

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25 △10

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △42 △14

前払年金費用の増減額（△は増加） － △38

株式報酬費用 13 13

受取利息及び受取配当金 △99 △120

保険解約返戻金 △9 －

保険解約損益（△は益） 8 －

投資有価証券売却損益（△は益） △153 －

売上債権の増減額（△は増加） △154 △131

棚卸資産の増減額（△は増加） △52 △494

未収入金の増減額（△は増加） 10 △74

仕入債務の増減額（△は減少） △46 20

未払又は未収消費税等の増減額 22 △142

減損損失 4 －

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △543 －

その他 △96 △41

小計 1,404 1,064

利息及び配当金の受取額 99 118

法人税等の還付額 5 －

法人税等の支払額 △489 △533

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,021 649

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 100 －

投資有価証券の取得による支出 △0 △100

投資有価証券の売却による収入 212 －

有形固定資産の取得による支出 △547 △649

有形固定資産の売却による収入 209 1

有形固定資産の除却による支出 △19 △7

無形固定資産の取得による支出 △92 △51

会員権の売却による収入 1 －

保険積立金の契約による支出 △250 △274

保険積立金の解約による収入 253 －

貸付けによる支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △134 △1,083

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △0 △0

配当金の支払額 △746 △671

自己株式の取得による支出 △526 △518

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,273 △1,190

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △386 △1,624

現金及び現金同等物の期首残高 9,834 9,737

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
289 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 9,737 ※ 8,113
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【注記事項】

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

 当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

従業員給与手当 847百万円 832百万円

賞与引当金繰入額 205 210

役員賞与引当金繰入額 15 20

貸倒引当金繰入額 1 0

退職給付費用 99 93

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。

 
前中間会計期間

(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 9,737百万円 8,113百万円

現金及び現金同等物 9,737 8,113

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 746 36.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日

取締役会
普通株式 610 30.00 2025年９月30日 2025年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、2025年８月７日開催の取締役会決議に基づき、自己株式400,000株の取得を行い、当中間会計期

間において自己株式が５億26百万円増加しています。

また、2025年７月24日の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬としての自己株式20,463株の処分を

行い、当中間会計期間において自己株式が25百万円減少しました。

この結果、当中間会計期間末において自己株式が14億43百万円となっております。
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Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 671 33.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月11日

取締役会
普通株式 571 28.50 2026年９月30日 2026年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、2026年８月６日開催の取締役会決議に基づき、自己株式322,800株の取得を行い、当中間会計期

間において自己株式が５億18百万円増加しています。

また、2026年７月24日の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬としての自己株式17,726株の処分を

行い、当中間会計期間において自己株式が23百万円減少しました。

この結果、当中間会計期間末において自己株式が19億38百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

中間

損益

計算書

計上額

（注）２
 給水装置事業

住宅・建築

設備事業
商品販売事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,305 6,151 1,282 15,739 － 15,739

セグメント間の内部売上高

または振替高
－ － － － － －

計 8,305 6,151 1,282 15,739 － 15,739

セグメント利益 2,549 1,019 167 3,736 △2,334 1,402

（注）１．セグメント利益の調整額△2,334百万円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

中間

損益

計算書

計上額

（注）２
 給水装置事業

住宅・建築

設備事業
商品販売事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,841 6,319 1,276 16,436 － 16,436

セグメント間の内部売上高

または振替高
－ － － － － －

計 8,841 6,319 1,276 16,436 － 16,436

セグメント利益 2,623 1,069 137 3,830 △2,351 1,479

（注）１．セグメント利益の調整額△2,351百万円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
給水装置事業

住宅・建築

設備事業
商品販売事業

北海道 404 364 143 912

東北 808 354 181 1,343

関東 3,329 3,350 525 7,204

中部 1,439 414 264 2,117

近畿 892 1,172 19 2,083

中国・四国 733 149 87 970

九州 697 345 62 1,105

外部顧客への売上高 8,305 6,151 1,282 15,739

（注）営業拠点の所在地を基準に集計しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
給水装置事業

住宅・建築

設備事業
商品販売事業

北海道 388 370 152 912

東北 794 338 188 1,321

関東 3,692 3,411 535 7,638

中部 1,500 469 235 2,205

近畿 987 1,173 12 2,173

中国・四国 752 160 92 1,006

九州 724 394 58 1,177

外部顧客への売上高 8,841 6,319 1,276 16,436

（注）営業拠点の所在地を基準に集計しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 80円69銭 53円98銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 1,664 1,094

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 1,664 1,094

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,629 20,270

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2026年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額…………………………………………571百万円

　（ロ）１株当たりの金額……………………………………28円50銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2026年12月３日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月11日

前澤給装工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 細　矢　 　　聡

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 立　石　 政　人

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている前澤給装工業株

式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの第71期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤給装工業株式会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告

書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

※１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

※２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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